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令和５年度 津市地域防災計画（震災対策編）新旧対照表 

№ 頁 行 旧 新 

1 24 25 第２編 災害予防計画 

 第１章 災害に強いまちづくり 

  第２節 建築物等災害予防計画 

１ 建築物等の耐震性の向上（危機管理部、都市計画部、各施

設管理者） 

(略) 

⑴ (略) 

⑵ 個人住宅の耐震化については、耐震診断の受診、耐震改

修等を促し、耐震化の促進を図ります。 

 

 

⑶⑷ (略) 

２ 家具等の転倒・落下・滑動防止（危機管理部、各施設管理

者） 

地震による建築物内での被害の発生を防止するためには、

建築物の耐震性が十分に確保されていたとしても、家具等の

転倒・落下・滑動防止策を講じることが必要不可欠であるた

め、その普及啓発を積極的に行い、助成制度等の活用を促す

など、効果的な対策の促進に努めます。 

第２編 災害予防計画 

 第１章 災害に強いまちづくり 

第２節 建築物等災害予防計画 

１ 建築物等の耐震性の向上（危機管理部、都市計画部、各施

設管理者） 

(略) 

⑴ (略) 

⑵ 個人住宅の耐震化については、住宅の所有者に対して、

耐震化に関する更なる意識の啓発や情報提供を行うこと

により、木造住宅の耐震診断の受診及び耐震改修等を強く

促し、更に耐震化を促進します。 

⑶⑷ (略) 

２ 家具等の転倒・落下・滑動防止（危機管理部、各施設管理

者） 

地震による建築物内での被害の発生を防止するためには、

建築物の耐震性が十分に確保されていたとしても、家具等の

転倒・落下・滑動防止策を講じることが必要不可欠であるた

め、地域が実施する防災学習会等の様々な機会を捉えて、家

具等の転倒防止対策等の重要性を積極的に啓発するととも

に、市が実施する助成・支援制度の活用を促すなど、効果的

な対策の促進に努めます。 

また、専門的な知識を持った団体等とも連携して、地域住

民への周知啓発に取り組みます。 
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№ 頁 行 旧 新 

2 27 35 第３節 公共施設・ライフライン施設災害予防計画 

 １～５ (略) 

 ６ 上水道施設の整備（上下水道事業局、上下水道管理局） 

災害による配水管等の破損に伴う水道水の断水を最小限にと

どめるために、配水区域の多系統化による危険回避に努めると

ともに、水道施設及び管路の耐震化並びに浄水及び配水施設に

おける非常用電源設備の確保等を計画的に進めます。電力会社

との間で運用している 24時間体制の専用電話を活用し、停電か

らの施設の迅速な復旧に努めます。 

また、被災時における応急給水を円滑に行うため、応急給水施

設や資機材の整備、充実を図るとともに、円滑な応急復旧を行う

ため、管理図書の整備・保管等を適切に行います。 

 

 

 

 

 

 ７ 下水道施設の整備（上下水道事業局、上下水道管理局） 

下水道の老朽化施設については、計画的な改築を進めます。 

新たな施設については、地質、構造等の状況を配慮して災害対

応の強化に努めます。 

災害時においても住民の安全で衛生的な生活環境を確保する

ため、下水道の機能を最低限維持するとともに、施設の被害を最

小限に抑え、早期の機能回復を図るため、「津市下水道業務継続

計画」を策定し、次の措置を講じます。 

⑴～⑹ (略) 

第３節 公共施設・ライフライン施設災害予防計画 

 １～５ (略) 

 ６ 上水道施設の整備（上下水道事業局、上下水道管理局） 

災害による水道施設の破損に伴う水道水の断水を最小限にと

どめ、迅速かつ円滑な応急復旧を図るため、「第２次津市水道事

業基本計画」をもとに、次の措置を講じます。 

⑴ 施設の損傷等を未然に防ぐため、浄水場などの施設や老朽化

した管路の耐震化を重点的に進めます。 

⑵ 被災時のバックアップ機能を強化するため、各配水区域間の

連絡管整備や配水区域内の管路ループ化を図ります。 

⑶ 長時間の停電に備え水道施設における非常用発電設備の確

保等に努めます。 

⑷ 応急給水を円滑に行うため、緊急遮断弁の設置など給水基

地・応急給水拠点の整備及び貯水槽や給水袋などの応急資機材

の備蓄の充実を図ります。 

⑸ 迅速な応急復旧を可能とするため、管理図書の整備及び保管

等を適切に行います。 

 ７ 下水道施設の整備（上下水道事業局、上下水道管理局） 

下水道の老朽化施設については、計画的な改築を進めます。 

新たな施設については、地質、構造等の状況を配慮して災害対

応の強化に努めます。 

災害時においても住民の安全で衛生的な生活環境を確保する

ため、下水道の機能を最低限維持するとともに、施設の被害を最

小限に抑え、早期の機能回復を図るため、「津市下水道事業基本

計画」をもとに、次の措置を講じます。 

⑴～⑹ (略) 
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№ 頁 行 旧 新 

3 39 21 第２章 地域防災力の育成 

 第２節 防災訓練の実施 

  １ 地震防災に対する総合的な訓練の実施（危機管理部） 

⑴ 総合防災訓練の実施 

防災関係機関の協力体制の確立及び市民の防災意識の高

揚を図るため、大規模地震を想定した消防訓練、水防訓練、

震災訓練、避難訓練、通信訓練、給食給水訓練等の総合防災

訓練を実施します。 

⑵ (略) 

２ 防災訓練の実施 

⑴ (略) 

⑵ 訓練の種類 

ア (略) 

イ 市及び市内防災関係機関が主体（危機管理部、消防本

部） 

(ｱ)～(ｶ)(略) 

(ｷ) 図上訓練 

組織の内での情報伝達や指揮命令系統の確認と防災

関係機関相互の連携が図られるよう図上訓練を行いま

す。 

また、応急対策能力を高めるための図上訓練を実施

します。 

 

 

ウエ (略) 

第２章 地域防災力の育成 

 第２節 防災訓練の実施 

  １ 地震防災に対する総合的な訓練の実施（危機管理部） 

⑴ 総合防災訓練の実施 

防災関係機関の協力体制の確立及び市民の防災意識の高

揚を図るため、大規模地震を想定した消防訓練、水防訓練、

震災訓練、避難訓練、通信訓練、給食給水訓練、受援等の総

合防災訓練を実施します。 

⑵ (略) 

２ 防災訓練の実施 

⑴ (略) 

⑵ 訓練の種類 

ア (略) 

イ 市及び市内防災関係機関が主体（危機管理部、消防本

部） 

(ｱ)～(ｶ)(略) 

(ｷ) 図上訓練 

組織の内での情報伝達や指揮命令系統の確認と防災

関係機関相互の連携強化を主目的に、応急対策能力を

高めるための図上訓練を実施します。 

また、大規模災害時には、他の地方公共団体や指定

行政機関等の応援を円滑に受け入れることが重要であ

ることから、津市災害時受援計画に基づき、本市の受

援力を高めるための図上訓練を実施します。 

ウエ (略) 



- 4 - 

                                                         

    震災対策編 

 

№ 頁 行 旧 新 

4 61 20 第３章 人的被害の発生を未然に防ぐ避難対策 

 第５節 避難体制の整備 

  １ 一時的な避難体制の整備（危機管理部） 

   ⑴～⑷ (略) 

   ⑸ 避難誘導体制の整備 

ア (略) 

イ 避難に当たっては、避難行動要支援者の安全を優先し

て確保するため、消防団、自主防災組織を中心に自治会、

福祉関係機構等と連携を図り、地域の特性を考慮します。

また、避難行動要支援者のそれぞれの特性にも配慮し、

避難行動要支援者と一緒に避難する避難誘導体制を整備

します。 

なお、新型コロナウイルス感染症等を恐れて、避難を

躊躇することがないよう、適切に避難誘導を行います。 

ウ～キ (略) 

⑹⑺ (略) 

  ２ 長期的な避難体制の整備（危機管理部、市民部、各総合支

所、各施設管理者） 

市は、避難体制の整備を推進するに当たり、｢避難所におけ

る良好な生活環境の確保に向けた取組指針（平成２５年８月）

内閣府｣及び「避難所における新型コロナウイルス感染症への

更なる対応について（令和２年４月）内閣府等」を踏まえ、以

下のとおり取組を進めます。 

   ⑴⑵ (略) 

⑶ 避難所の運営方法についてあらかじめ定めておきます。 

ア 避難所の管理運営に関すること。 

(ｱ)～(ｵ) (略) 

(ｶ) 新型コロナウイルス感染症をはじめとした、感染症

拡大防止に配慮した運営体制 

イ (略) 

第３章 人的被害の発生を未然に防ぐ避難対策 

 第５節 避難体制の整備 

  １ 一時的な避難体制の整備（危機管理部） 

   ⑴～⑷ (略) 

   ⑸ 避難誘導体制の整備 

ア (略) 

イ 避難に当たっては、避難行動要支援者の安全を優先し

て確保するため、消防団、自主防災組織を中心に自治会、

福祉関係機関等と連携を図り、地域の特性を考慮します。

また、避難行動要支援者のそれぞれの特性にも配慮し、

避難行動要支援者と一緒に避難する避難誘導体制を整備

します。 

なお、感染症を恐れて、避難を躊躇することがないよう、

適切に避難誘導を行います。 

ウ～キ (略) 

⑹⑺ (略) 

２ 長期的な避難体制の整備（危機管理部、市民部、各総合支

所、各施設管理者） 

市は、避難体制の整備を推進するに当たり、「避難所運営ガ

イドライン（平成２８年４月（令和４年４月改定））内閣府（防

災担当）」を踏まえ、以下のとおり取組を進めます。 

 

 

   ⑴⑵ (略) 

⑶ 避難所の運営方法についてあらかじめ定めておきます。 

ア 避難所の管理運営に関すること。 

(ｱ)～(ｵ) (略) 

(ｶ) 感染症の拡大防止に配慮した運営体制 

 

イ (略) 
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№ 頁 行 旧 新 

⑷ (略) 

⑸ 避難所外避難者への対応 

大規模災害発生時には、避難所外にテントを張り生活す

る避難者や車中泊を行う避難者など、多様な避難形態が発

生し、避難者の把握が困難となることが想定されます。 

テント泊や車中泊を行うための避難スペースを確保する

ことにより、避難所外避難者の把握を容易にするなど、救援

物資等の提供や、健康管理方法に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑹～⑻ (略) 

⑷ (略) 

⑸ 避難所外避難者への対応 

大規模災害発生時には、災害の状況により指定避難所（敷

地内のグラウンドや駐車場含む）以外に、自宅で避難する避

難者（在宅避難者）や指定避難所以外の場所に自家用車等で

避難する避難者（車中泊避難者）など多様な避難形態が発生

し、これらの指定避難所以外に避難する避難者（以下「避難

所外避難者」という。）の把握が困難となり、避難生活に必

要な食料や資機材等の提供などが滞ることが想定されま

す。 

このため、これらの避難所外避難者については、防災行

政無線による放送や防災情報メールなどの情報伝達手段を

通じて最寄りの指定避難所において避難所外避難者として

名簿登録するよう促し、その上で登録した避難所において

必要な物資等の提供を行います。ただし、歩行困難等の理由

で指定避難所に受け取りに来ることができない在宅避難者

には、自主防災会やボランティアなどの協力を得て名簿登

録し、必要な支援を行います。 

また、車中泊避難者などの避難所外避難者へは、エコノミ

ー症候群などの発症予防の周知を図るなどして、健康管理

方法にも配慮します。 

⑹～⑻ (略) 

5 71 13 第４章 災害に備える体制の確立 

 第１節 災害対策本部 

 (新設) 

第４章 災害に備える体制の確立 

 第１節 災害対策本部 

  ６ 情報連絡員等の受入体制の整備 

市は、三重県及び自衛隊、警察等の防災関係機関と緊密に連

携し、迅速かつ的確な災害対応を実施するため、防災関係機関

から市へ派遣される情報連絡員（リエゾン）等の受入体制を整

備します。 
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№ 頁 行 旧 新 

6 77 31 第４節 広域的な相互応援体制の整備 

 ３ 県内相互応援隊の受入れ体制の整備（危機管理部、総務部、消

防本部） 

「県内相互応援隊」による人命救助活動等の受入れ体制の整

備を図ります。 

第４節 広域的な相互応援体制の整備 

３ 広域応援の受入れ体制の整備（危機管理部、総務部、健康福祉

部、建設部、上下水道事業局、上下水道管理局、消防本部） 

⑴ 人命救助活動に係る実動部隊の受入れ体制の整備 

自衛隊、緊急消防援助隊、警察災害派遣隊をはじめ、ＴＥ

Ｃ－ＦＯＲＣＥ、ＤＭＡＴなどの実動部隊が、迅速かつ効果

的に活動が行えるよう、平時から各関係機関と連携強化を図

るとともに、津市災害時受援計画で定める進出拠点（候補地）

や救助活動拠点（候補地）での対応方法を検証する等、各部

隊の円滑な受入れに向けた体制の整備を図ります。 

⑵ 県内相互応援受け入れ体制 

「三重県市町災害時応援協定」、「三重県水道災害広域応

援協定」、「三重県内消防相互応援協定」に基づく各種応援業

務が迅速かつ効果的に実施できるよう、平時からの連携強

化に努め、県内市町等からの人的支援及び物的支援の受け

入れ体制の整備を図ります。 

⑶ その他の応援受け入れ体制 

各種相互応援協定等に基づく受援業務が迅速かつ効果的

に実施できるよう、平時からの情報交換等に努め、受入れ体

制の充実を図ります。 

7 83 16 第５章 災害応急対策・復旧への備え 

 第３節 緊急輸送活動対策 

１ 輸送拠点の確保 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 災害応急対策・復旧への備え 

 第３節 緊急輸送活動対策 

１ 緊急輸送体制の整備 

南海トラフ地震等の大規模災害発生時には、道路の寸断、沿

道建物の倒壊による道路閉塞等の発生や、一般車両通行による

渋滞発生により緊急支援に関する車両の目的地到着に支障を

きたすことが想定されます。このため、自衛隊や緊急消防援助

隊、ＤＭＡＴ、物資輸送等の外部からの応援活動が迅速に救助

活動拠点及び物資拠点等の目的地に到達できるよう、国、県等

の関係機関と連携して、あらかじめ定めた緊急輸送ルートが有
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№ 頁 行 旧 新 

 

（新設） 

 

 

 

 

表追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効に機能するよう体制の整備に努めます。 

⑴ 救助活動拠点（危機管理部） 

救助機関が救助、救急、消火活動を行う際に、車両や資機

材の留め置き場、宿営地等に利用する活動拠点として、三重

県広域受援計画において、次のとおり救助活動拠点を定めて

います。 

施設名 所在地 利用機関 

自衛隊 消防 警察 

津市産業・スポー

ツ セ ン タ ー 内 

メッセウイング

みえ 

津 市 北 河 路 町

19-1 

 〇 〇 

安濃中央総合公

園（芝生広場、フ

ットサルコート、

野球場） 

津市安濃町田端

上野 818 他 

 〇 〇 

中勢グリーンパ

ーク 

津市あのつ台五

丁目 757-1 

〇 〇 〇 

町民の森公園 津市河芸町浜田

740-1 

〇   

北部運動広場 津市栗真中山町

601-3 

 〇  

白山総合文化セ

ンター 

津市白山町二本

木 1139-2 

 〇  

津市モーターボ

ート競走場 

津市藤方 637  〇  
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⑴ 広域輸送拠点（危機管理部） 

他地域からの緊急物資等の受入れ、一時保管及び各避難

所等のニーズに応じた物資の配送等のために、広域輸送拠

点の確保は重要であることから、次のとおり拠点を定めま

す。 

ア～ウ (略) 

⑵ 海上輸送の拠点（都市計画部、農林水産部） 

(略) 

⑶ 航空輸送の拠点（都市計画部） 

(略) 

２ (略) 

３ 交通機能の確保（各施設管理者） 

⑴ (略) 

⑵ 災害発生時において、被害の状況、緊急輸送需要等を総合

的に評価し、適切な交通規制を速やかに実施し、緊急交通路

の確保を図る体制の整備を進めます。 

 

 

⑶ (略) 

道の駅美杉 津市美杉町上多

気 267 

 〇  

 

⑵ 緊急物資輸送拠点（危機管理部） 

他地域からの緊急物資等の受入れ、一時保管及び各避難

所等のニーズに応じた物資の配送等のために、緊急物資輸

送拠点の確保は重要であることから、次のとおり拠点を定

めます。 

ア～ウ（略） 

⑶ 海上輸送の拠点（都市計画部、農林水産部） 

(略) 

⑷ 航空輸送の拠点（都市計画部） 

(略) 

２ (略) 

３ 交通機能の確保（各施設管理者） 

⑴ (略) 

⑵ 災害発生時の救助活動や緊急物資の輸送等を実施するた

めの緊急交通路を確保するため、被害状況を踏まえた迂回

ルートの選定や必要な交通規制等の実施について、あらか

じめ関係機関が協議する場を設け、平時から大規模災害時

の交通機能の確保に向けた取組みを行います。 

⑶ (略) 

8 94 35 第３編 災害応急対策計画 

 第１章 災害時応急活動 

  第２節 災害情報の収集・伝達 

   １ 情報収集・連絡体制の整備（各部、各総合支所） 

災害の発生に伴い、速やかに被害の状況を掌握し、併せて

応急対策の迅速かつ適切な推進を図るため、各部・支部にお

いて津市災害対策本部に関する条例施行規則に基づき被害

第３編 災害応急対策計画 

 第１章 災害時応急活動 

  第２節 災害情報の収集・伝達 

   １ 情報収集・連絡体制の整備（各部、各総合支所） 

災害の発生に伴い、速やかに被害の状況を掌握し、併せて

応急対策の迅速かつ適切な推進を図るため、各部・支部にお

いて津市災害対策本部に関する条例施行規則に基づき被害
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状況の調査を実施します。 

また、大規模な災害が発生し、情報収集要員が不足した場

合には、アマチュア無線家やインターネットの利用者とい

った通信ボランティアの協力を募ります。 

    ⑴～⑶ (略) 

    (新設) 

 

 

 

 

    ⑷ (略) 

〔情報収集の流れ〕 (略) 

(参考)主要交通機関の災害速報 (略) 

状況の調査を実施します。 

また、大規模な災害が発生し、情報収集要員が不足した場

合には、アマチュア無線家やインターネットの利用者とい

った通信ボランティアの協力を募ります。 

    ⑴～⑶ (略) 

    ⑷ 三重県緊急派遣チームとの連携 

三重県から、市の被害状況や支援要請などの情報収集や

総括的支援を行う緊急派遣チーム等の支援要員が派遣さ

れている場合は、必要に応じて、情報の収集及び報告事務

等を連携して行います。 

    ⑸ (略) 

〔情報収集の流れ〕 (略) 

(参考)主要交通機関の災害速報 (略) 

9 101 18 第４節 応援要請 

２ 受入れ体制の確保（危機管理部、総務部、消防本部、商工観光

部、市民部） 

⑴ 連絡体制の確保 

市は、連絡窓口を設置し、要請先である県、他市町、その他

関係機関等との情報交換を緊密に行います。 

 

 

 

 

 

⑵ 受援計画による体制の確保 

市は、物資等の応援を速やかに受入れるための施設を確保し

ます。 

また、応援部隊が到着後に迅速かつ円滑に活動ができるよ

う、津市災害時受援計画に基づき、あらかじめ部隊の受入施設

や必要となる資機材・物資等の受入体制の確保に努めます。 

第４節 応援要請 

２ 受入れ体制の確保（危機管理部、各部） 

 

⑴ 受援体制の確保 

市は、危機管理総務部内に災害対策本部受援担当を配置し、

要請先である県、他市町、その他関係機関等との連絡調整及び

情報共有を緊密に行うとともに、庁内調整、全体の受援状況の

取りまとめ等を行います。 

また、津市災害時受援計画に基づき、所管部局内に受援担当

を配置し、支援機関等との連絡調整や業務の調整、その他必要

な準備等を行います。 

⑵ 受援計画による受入施設の確保 

市は、応援部隊の受入れを行う場合、到着後に迅速かつ円滑

に活動ができるよう、津市災害時受援計画に定める受入施設

（候補地）を速やかに確保します。 

また、物資等の受入れを行う際には、津市災害時受援計画に

定める物資拠点を確保します。 
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なお、被災地側での交通手段・宿泊・食事等の手配に難を生

じる場合は、派遣側で準備を行うことを明確に伝えます。 

 

 （新設） 

なお、被災地側での交通手段・宿泊・食事等の手配に難を生

じる場合は、派遣側で準備を行うことを事前に伝え、必要な調

整を行います。 

３ 受入れ後の迅速な活動に向けた情報伝達の実施（危機管理部、

建設部） 

市は、大規模災害の被災地に全国から駆け付ける人命救助等を

行う実動部隊が円滑かつ効果的に活動できるよう、通行を妨げる

被害状況の把握に発災直後から努め、適切な迂回ルートを選定す

るとともに、関係機関と連携して必要な交通規制を実施するなど

してルートを確保し、その情報を当該実動部隊に迅速に伝達しま

す。 

10 110 8 第６節 避難対策活動 

10 避難所の開設（市民部、各総合支所、教育委員会事務局、健康

福祉部、危機管理部） 

⑴ 避難空間 

アイ (略) 

ウ (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 避難所 

住家が全壊（焼）、流失、半壊（焼）等の被害を受け、あ

るいは受けるおそれのある周辺住民等を収容する避難空

間として学校施設等の屋内施設を活用し、必要に応じてテ

ント等の設置も検討します。 

また、指定避難所に指定されている市立の小・中学校に

おいては、新型コロナウイルス等感染症対策として、密を

避け一人当たりの面積を確保するため、施設管理者と調整

の上、災害の規模等により、体育館の他、校舎棟の教室や

多目的教室等を積極的に活用することとします。さらに、

体調不良者、妊産婦等の配慮が必要な方々については、専

用のスペースを確保するよう努めます。 

第６節 避難対策活動 

10 避難所の開設（市民部、各総合支所、教育委員会事務局、健康

福祉部、危機管理部） 

⑴ 避難空間 

アイ (略) 

ウ (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 避難所 

住家が全壊（焼）、流失、半壊（焼）等の被害を受け、あ

るいは受けるおそれのある周辺住民等を収容する避難空

間として学校施設等の屋内施設を活用し、必要に応じてテ

ント等の設置も検討します。 

また、指定避難所に指定されている市立の小・中学校に

おいては、施設管理者と調整の上、気温や災害の規模等に

より、体育館の他、校舎棟の教室や多目的教室等を積極的

に活用することとします。さらに、体調不良者、妊産婦等

の配慮が必要な方々については、専用のスペースを確保す

るよう努めます。 

なお、市民の健康、生命等に係る感染症が発生または発
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なお、新型コロナウイルス等感染症対策として、密閉、

密集、密接を避けることが困難な場合は、他の避難所へ移

動する等の対応を検討します。 

(ｳ) (略) 

⑵～⑹ (略) 

11 避難所の管理運営（危機管理部、市民部、各総合支所、教育委

員会事務局、各施設管理者） 

⑴ 避難所の運営 

ア～ウ (略) 

エ 避難所においては、新型コロナウイルス感染症に限らずイ

ンフルエンザ、ノロウイルスなど感染予防が重要となるた

め、入口でのスクリーニング、ゾーニングを実施し、体調不

良者専用スペースの確保に努めます。 

オ 避難所の運営は、次の事項に留意して行います。 

(ｱ)～(ｶ) (略) 

(ｷ） 避難所の施設環境に応じてペットの同行避難に備えた

スペースの確保及び他の避難者にも配慮した避難所のル

ールやマナーの周知 

(ｸ) (略) 

カ 避難所は、情報提供、食料、飲料水の配布を行うなど在宅

避難者の支援の拠点とします。 

⑵ 避難所における感染防止対策 

避難所では、避難者自身が基本的な感染症対策を徹底する

とともに、次の事項に留意し、感染症の集団発生を予防するた

めの環境整備と避難者の健康管理を行います。 

ア 密閉空間、密集場所、密接場面の回避 

イ 人との距離の確保 

ウ 入口での体調確認、症状のスクリーニング、ゾーニング

の実施 

エ アルコール消毒の設置、換気の実施、共用スペースの消

生が見込まれる場合は、国や県の示す方針に従い対応しま

す。 

 

(ｳ) (略) 

⑵～⑹ (略) 

11 避難所の管理運営（危機管理部、市民部、各総合支所、教育委

員会事務局、各施設管理者） 

⑴ 避難所の運営 

ア～ウ (略) 

 

 

 

 

エ 避難所の運営は、次の事項に留意して行います。 

(ｱ)～(ｶ) (略) 

(ｷ) 避難所の施設環境に応じてペットの同行避難に備えた

スペースの確保及び他の避難者にも配慮した避難所での

ルールやマナーの周知 

(ｸ) (略) 

オ 避難所は、情報提供、食料、飲料水の配布を行うなど在宅

避難者の支援の拠点とします。 

⑵ 避難所における感染症対策 

避難所では、避難者自身が基本的な感染症対策を自己の判断

に委ねることとしますが、感染症の集団発生を予防するための

環境整備と避難者の健康管理を必要に応じて行います。 

ア 感染症防止対策として有効なもの 

(ｱ) 感染症の流行期において、高齢者等重症化リスクの高

い方は、換気の悪い場所や、不特定多数の人がいるような

混雑した場所、近接した会話を避けること 

(ｲ) 感染症の流行期においては、必要に応じて入口でのス
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毒等の衛生環境の整備 

オ 手洗い・手指消毒の励行 

カ マスクの着用や咳エチケットの徹底 

キ 手袋、フェイスシールドなどの個人用防護具の適切な使

用及び取扱の徹底 

ク 避難者及び避難所運営委員の定期的な体調確認 

ケ 感染症の症状を有する人が発生した場合における、専用

スペースへの誘導、定期的な検温、体調確認、症状のスクリ

ーニング等の対応 

コ 体調不良者が利用したスペースの清掃・消毒 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ (略) 

クリーニング、ゾーニングの実施 

(ｳ) アルコール消毒の設置、換気の実施、必要に応じて共

用スペースの消毒等の衛生環境の整備 

(ｴ) 手洗い・手指消毒 

(ｵ) マスクの着用の推奨、咳エチケットの推奨 

※マスクの着用については、個人の主体的な選択を尊重

し、個人の判断に委ねますが、感染症の流行期など感染リス

クが高い場合には、マスクの着用を求めます。 

(ｶ) 感染症の流行期においては、必要に応じて手袋、フェ

イスシールドなどの個人用防護具の使用 

(ｷ) 感染症の流行期においては、避難者及び避難所運営委

員の定期的な体調確認 

イ 感染症対策として実施するもの 

(ｱ) 感染症の症状を有する人が発生した場合における、専

用スペースへの誘導、定期的な検温、体調確認、症状の

スクリーニング等の対応   

(ｲ) 体調不良者が利用したスペースの清掃・消毒 

⑶ (略) 

11 118 33 第 10節 輸送及び交通応急対策 

１ 災害輸送体制の確立（危機管理部、政策財務部、都市計画部、

商工観光部、農林水産部） 

⑴～⑷ (略) 

（新設） 

第 10節 輸送及び交通応急対策 

１ 災害輸送体制の確立（危機管理部、政策財務部、都市計画部、

商工観光部、農林水産部） 

⑴～⑷ (略) 

⑸ 緊急交通路の指定による輸送体制の確保 

大規模災害発生時には、道路の寸断や沿道建物の倒壊によ

る道路閉塞の発生等により緊急支援に関する車両の目的地到

着に支障をきたすことが想定されます。このため、県公安委

員会等において、必要に応じて、緊急交通路の指定がされ、一

般車両の通行を禁止又制限し、緊急通行車両や規制除外車両

の通行を確保する措置が講じられます。 

市は、緊急通行車両等による応急活動が円滑に行われるよ
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う、警察及び道路管理者等の関係機関と緊密に連携して情報

共有を図る等、迅速かつ的確な輸送体制の確保に努めます。 

 

 


